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平成２４年度 第２回人事委員会会議結果

１ 開催日時

平成２４年５月１１日（金）午前１０時～１１時４０分

２ 開催場所

人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）

３ 出席者

【人事委員】

委 員 長 曽 我 紀 厚

委 員 中 原 都

委 員 荒 濱 健太郎

【事務局職員】

事務局長 森 谷 邦 彦 次 長 加賀田 啓

任用課長 山 添 久 給与課長 稲 田 将

係 長 新 高 謙 一 係 長 有 岡 博 己

【傍聴者】 なし

４ 議 題

議案第１号 選考により採用することができる職に係る承認について

議案第２号 平成２３年（不）第４号事案に係る再審請求について

議案第３号 職員の職務に専念する義務の免除について

報告第１号 平成２３年度労働基準及び労働安全衛生実態調査（事業場調査）の結果について

報告第２号 ２０１２年度 賃金、労働条件改善に関する要求書について

５ 議事の公開・非公開

議案第１号、議案第３号、報告第１号及び報告第２号を公開とし、議案第２号を非公開とした。

６ 議 事

１ 議案第１号

選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定し

た。
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【説 明】

職員の任用に関する規則第 19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から

以下のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

① 申請のあった職

文化財主事（任期付職員）

② 採用予定者数

４名

③ 採用予定日

平成 24年７月５日

④ 申請理由

埋蔵文化財の発掘調査業務については、その業務の専門性・特殊性から、高度の専門的知識・経験、

職務遂行能力が求められる。

そのため、その者が業務に必要な専門的な知識・経験を有しているか、それらの知識・経験を業務

に活用できるかどうかといった点に着目し、専門試験、論文試験、実技試験及び人物試験により総合

的に評価する必要がある。

※備考（採用の根拠条項について）

・平成 23 年度までの文化財主事の採用に関しては、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第３

条第２項に基づいて行っていたため、同項に基づき任命権者が自ら選考を行い、採用に当たっては同条第３項

に基づき人事委員会の承認を求めていた。

・このたび、根拠条項を見直し、同法第４条第１項に基づいて任期付職員の採用を行うこととなったが、同項で

は採用は選考によることとされていないため、地方公務員法第 17 条第３項本文に基づき競争試験によることと

なる。

・しかし、文化財主事の採用については上記の理由により競争試験になじまないため、職員の任用に関する規則

第 19 条第２項に基づき、人事委員会の承認を得て選考による採用を行おうとするもの。

⑤ 選定方法

教育委員会において採用候補者選考試験を実施。

(１) 試験内容

・専門試験：文化財主事に必要な専門的知識についての筆記試験（多肢選択式）

・論文試験：公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

・実技試験：土器の実測図に関する実技試験

・人物試験：個別面接による人物及び専門的知識についての口述試験

(２) 受験資格

次のいずれかに該当する人

・大学又は大学院で考古学又は歴史学を専攻して卒業（修了）又は平成 24 年７月４日までに卒

業（修了）見込みの人

・大学又は大学院を卒業（修了）したのち、発掘調査員に相当する職に６か月以上従事した経験

のある人 （ただし、発掘調査補助員及び発掘作業員を除く。）

※年齢要件なし

⑥ 人事委員会の判断

上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要する

もの」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

２ 議案第２号

平成２３年（不）第４号事案に係る再審請求について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
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３ 議案第３号

職員の職務に専念する義務の免除について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説 明】

鳥取県教育委員会委員長から職員の職務に専念する義務の免除について以下のとおり申請があり、適

当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

① 職員が第２回トロント世界ろう者陸上競技選手権大会に日本代表として出場する場合

② 職員名

鳥取聾学校 臨時的任用職員（定数内講師） 前島 博之

③ 申請期間

参加日程（７月７日～２３日）のうち勤務を要する日

④ 根拠法令

「職務に専念する義務の特例に関する規則」

「臨時的任用職員の休暇及び職務に専念する義務の免除について（平成６年人事委員会通知）」

○職務に専念する義務の特例に関する規則

（義務免除）

第２条 条例第２条第３号に規定する人事委員会が定める場合及びその期間は、次の表のとおりとする。

１４ 前各号に掲げるもののほか、人事委員会が必要と

認める場合

その都度必要と認める期間

（臨時的任用職員の義務免除）

第５条 臨時的任用職員（地方公務員法第22条の規定に基づき臨時的に任用された職員、女子教職員の出産に際しての補

助教職員の確保に関する法律（昭和30年法律第125号）第３条第１項の規定に基づき臨時的に任用された職員及び地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第６条第１項の規定に基づき臨時的に任用された職員をい

う。）の義務免除については、人事委員会が別に定めるところによる。

○臨時的任用職員の休暇及び職務に専念する義務の免除について（平成６年人事委員会通知）

第２ 職務に専念する義務の免除

１ 職員は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合においては、あら

かじめ任命権者又はその委任を受けた者の承認を得て、職務に専念する義務を免除されることができる。

(２) 定数内職員 前号に掲げる場合のほか、職務専念特例規則第２条の表第13号及び第14号に規定する場合

２ 前項に掲げる義務免除の運用については、当該職務に専念する義務の免除の例による。

⑤ 承認基準

・ 類似の事例について過去の承認は次の基準によっている。

１ 国際大会に参加する場合

２ 国際大会の参加がほぼ確実な職員がその予選大会に参加する場合（事前合宿への参加を含む。）

※なお、本件は、包括承認されている事由には該当しない。

⑥ 承認理由

本件陸上競技大会は、世界の聴覚障害者スポーツの統括組織である国際ろう者スポーツ委員会が主

催者となっており、世界約 30 カ国から参加する国際大会である。これは、当委員会における包括承

認済事項である「職員が全国障害者スポーツ大会及び同予選会に鳥取県代表選手として出場する場

合」と比較しても同等以上の大会であることが認められる。また、本大会に参加することは、競技レ

ベルの向上ひいてはスポーツ振興に資するものと認められる。本件はこれに選手として出場するもの

であり、⑤１にも合致することから、承認することが適当である。
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⑦ 本大会の主催者等

【主催者】国際ろう者スポーツ委員会

聴覚障害者に限定した国際スポーツ大会であるデフリンピック（パラリンピックと同様の大会で

あるが、国際組織間の問題により聴覚障害者のみで独立した大会となっている）など聴覚障害者

のスポーツとその競技大会を統括、運営する団体。1995 年に国際パラリンピック委員会脱退。デ

フリンピックと本件の世界ろう者選手権は、それぞれ４年ごとに別の年に開催される。

【派遣元】日本聴覚障害者陸上競技協会

日本の身体障害者スポーツの普及・振興を図る統括組織である公益財団法人日本障害者スポーツ

協会の内部組織である日本パラリンピック委員会の加盟団体として、聴覚障害者スポーツの国内

大会の開催及び国際大会の選手選考等を行っている。

⑧ 承認日

議決日

【質 疑】

委 員

この期間の給与はどうなるのか。

事務局

職務に専念する義務が免除され、有給となる。申請に対し承認するかどうかの基準の主要なもの

としては、職務に専念する義務があるにもかかわらず公務以外の用務を行うことの、公務遂行との

バランスをどう捉えるかということであると考えている。

委 員

定数内の講師についての申請であるが、定数外の講師などの臨時的任用職員についての適用はど

うか。

事務局

定数外の臨時的任用職員には、今回のような個別の承認を要するようなケースは適用されない。

定数内の臨時的任用職員については、将来の学級数減・学校統合等を勘案して、本来正職員を充

てることが適当であるところを臨時的任用職員をもって充てているという特別な事情を考慮し、正

職員に準じて扱っているところである。

事務局

今回の案件は、聴覚障がい者のオリンピックに相当する国際大会を主催する者からの要請である

し、これに参加することの報道などを通じて、障がい者のスポーツへの関心が高まるなど、鳥取県

のスポーツ振興に大きく寄与する面も出てくると思われる。そういう面も含めてバランスを考える

必要がある。

４ 報告第１号

平成２３年度労働基準及び労働安全衛生実態調査（事業場調査）の結果について、事務局が説明

した。

【説 明】

① 調査概要

労働基準法及び労働安全衛生法順守の観点から、人事委員会が労働基準監督の職権を行使する１０

５事業場（１２号事業場（教育・研究・調査）及び官公署）に対して実施した。調査内容は次のとお

り。

（１）労働安全衛生法に規定される基準・順守事項関係

（２）労働基準法に規定される基準・順守事項関係

（３）勤務時間管理の実態

② 調査結果、対応等

（１）労働安全衛生法に規定される基準・順守事項関係
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ア 安全衛生管理体制（クレーン取扱体制、衛生管理者、安全推進者（知事部局）、衛生推進者及

び産業医の選任状況並びに衛生委員会の開催回数）

（ア）クレーン取扱体制

【調査結果】

・米子工業高等学校におけるクレーンの取扱業務について、設置報告書が人事委員会に提出され

ておらず、設置時に実施すべき荷重試験及び安定度試験についても、定期自主検査についても行

われていない。

【対応等】

・米子工業高等学校に対して文書指導を行ったところ、平成２４年１月１７日付で、指導のとお

り試験・検査等行う旨回答あり。

（イ）衛生管理者の選任、報告状況

【調査結果】

・鳥取聾学校の１１月１日現在の職員数は６９人であり、常時使用する労働者数が５０人を超え

るため、衛生管理者１名以上の選任が必要である（労働安全衛生規則７条１項４号）が、選任

されていない。

・その他の衛生管理者の選任が必要な事業場については概ね適正に行われていた。

【対応等】

・鳥取聾学校に対して指導を行ったところ、平成２４年２月１日付で選任報告書が提出された。

（ウ）安全推進者、衛生推進者、産業医の選任、報告状況

【調査結果】

・特段の指導事項なし。

（エ）衛生委員会の開催

【調査結果】

・特段の指導事項なし。

イ 事故発生回数・死傷病者数

【調査結果】

・死傷病報告（労働安全衛生規則 97条）の報告漏れが３件あり（園芸試験場、八頭高等学校、倉

吉総合産業高等学校）。

【対等等】

・指導を行い、３件とも報告済である。なお、倉庫内の段差による転倒事故が起こった八頭高等

学校、犬走り脇の側溝での転倒事故が起こった倉吉総合産業高等学校については、再発防止策

が必要と思料されたが、それぞれ、段差解消、ライト設置などにより、現場状況は改善済。

ウ 有害な業務の有無・定期自主検査実施状況

調査対象：１６事業場（前回調査で指導事項のあった事業場等）

項目及び該当所属 調査結果 対応等

(ア) 定期自主

検査及び作業

環境測定につ

いて

(園芸試験場等12

事業所)

クレーン等の機械

の定期自主検査、有機

溶剤・特定化学物取扱

業務に係る定期自主

検査及び作業環境測

定等が実施されてい

ない。

継続的に調査を行い、問題点を具体的に把握し

、是正すべき事項について指導し改善を促してい

く。

→平成２３、２４年度以降実施する、有機溶剤

については取扱量少量のため適用除外認定

を受ける予定である等報告あり。※

(イ) 有害業務

に係る法規制

の遵守につい

て

(八頭総合事務所

農林局)

今回調査により、特

定化学物質取扱業務

があることが判明。

継続的に調査を行い、問題点を具体的に把握し

、是正すべき事項について指導し、改善を促して

いく。

→八頭農林局からは、２２年度以降使用していな

いので原則廃棄するが、一部については取扱を

継続することで報告あり。継続使用分について

は詳細調査を行い、法令に則った手続を行うよ
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う指導中。

※２３年度中に、米子高等技術専門校、警察航空隊に対し適用除外認定済。（鳥取工業高校に

ついては認定手続中、埋蔵文化財センターは２４年度に申請予定）

（２）労働基準法に規定される基準・順守事項関係（勤務時間割振、週休日の割当）

特段の指導事項なし。

（３）勤務時間管理の実態

調査対象：１５事業場（３６協定を締結する１２号事業場（５４事業場）のうち

前回調査において指導事項のあった１３所属及び今回台帳調査により

指導事項が発覚した２所属）

【調査結果】

・「時間外勤務及び休日勤務に関する協定（３６協定）」を超えて時間外勤務・休日勤務を行わせて

いる事例、就業時間又は時間外勤務を終えた時間と退庁時間が乖離している事例等があった。

調査対象

事業所数

３６協定違反

事業所数

乖離あり事業所数

（月10回以上）

乖離あり職員の

割合（ ）はH22

知事部局 １０ ４ ８ 15%(16%)

教育委員会 ５ ２ （未調査） （未調査）

合計 １５ ６ ８ 15%(16%)

【対応等】

・協定を順守するよう各所属に対し文書指導するとともに、各任命権者と意見交換を行い、再発防止

を求める。

③ 今後の労働基準監督、労働安全衛生管理について

各事業場に対し継続して指導助言していくとともに、上記の問題点について、今年度の事業場調査

において重ねて対応状況の確認、指導を行う。

また、３６協定については、昨年度以降、全事業所に更新・変更報告を適時行うよう案内通知を行

うこととしており、危険・有害業務については、予算要求などの折に財政課・予算主務課等を通じて

必要な手続・法規制を周知するなど、新規業務が生じた際の届出・検査等に遺漏がないよう労働安全

衛生関係法令の周知徹底を図る。

【質 疑】

委 員

近年の取組により改善されている。

時間外勤務の縮減策や勤務時間と退庁時間の乖離防止策など、他県等の取扱も調べておくこと。

５ 報告第２号

２０１２年度 賃金、労働条件改善に関する要求書について、事務局が説明した。

【説 明】
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【質 疑】

委 員

一の（３）の人材確保が困難化している職種の待遇改善に係る要求内容に関し、職員団体側の主

張について２点確認したい。
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１点目として、高校教員の人材確保が難しいというのは事実かどうか。

２点目として、船員の賃金が民間と比べて大きく劣っているというのは事実かどうか。

事務局

現状を確認し、後日報告する。

７ 次回の人事委員会の開催

平成２４年５月２１日（月）午後２時から開催することとした。


